
 別紙１ 
第５期介護保険料算出の要素 
 

 介護保険料は、介護保険総費用に対して６５歳以上の第１号被保険者が負担する

部分を、市町村民税の課税状況や前年の収入・所得に応じて負担するものです。 

 介護保険制度改正により、第５期介護保険料については、第１号被保険者の負担

割合と低所得者の負担軽減を図るために所得段階区分が変更となるほか、介護保険

料の上昇の抑制に活用を図るため財政安定化基金の取り崩しが行われます。 
 

１ 第５期給付費総額             ３８，１１６，２７７，７８８円 
 

２ 第１号被保険者の負担 
 

 （１）第１被保険者の負担割合       →  ２１％  

    第５期介護保険事業計画期間の介護保険総費用に対する第１号被保険者の

法定負担割合は、高齢者人口の増加に伴い、第４期の２０％から２１％へと

変更になります。 

   ※第２号被保険者の法定負担割合は、３０％から２９％へ変更となります） 

   ※第１号被保険者が負担する介護保険費用 →  ８,９４９,３７９,９７９円  

                             第１号保険料総額  
 

 （２）調整交付金に対する負担        →  ３.１５％  

    調整交付金は、市町村間における介護保険の財政力格差を是正するために、

国が交付するもので、原則介護保険総費用の５％です。ただし、第１号被保

険者のうち、７５歳以上の後期高齢者の割合と、第１号被保険者の所得分布

によって原則５％の割合が変化することになります。 

    府中市の第５期介護保険事業計画期間は、過去の実績や後期高齢者の増加

等により、割合を３.１５％と見込んでいますので、残りの調整交付金不足分

は、第１号被保険者が追加負担することになります。 

   ※調整交付金不足分の追加負担      →  １.８５％  
 

 （３）介護保険給付費等準備基金の取り崩し  →  ３０１,２００,０００円  

    介護保険財政を安定的に運営するため、事業計画期間内で必要な保険料は、

その期間内で賄うことが原則となりますので、介護保険給付費等準備基金は、

３年間の介護保険事業計画により積み立てと取り崩しの計画を立てます。 

    府中市では、平成２３年度末の準備基金残高を約３億１７００万円と見込

んでいますので、第５期介護保険料の設定にあたり取り崩して活用します。 
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   ※積み立ては、介護保険料余剰金等を充てます。 
 

 （４）財政安定化基金の取り崩し       →  ９９,８６８,３２６円  ※予定 

    介護保険財政の安定を図るために、東京都に設置された基金への拠出金で、

東京都全体の給付費見込み総額の０.０３％を各保険者が給付見込み額に応

じて負担しています。 

    今回の介護保険制度改正で、財政安定化基金として必要額を確保したうえ

で、余裕分について各拠出者（各保険者）に返還できるようになりました。

市町村返還分については、第５期の介護保険料の上昇の抑制に活用します。 
 

 （５）所得段階の見直し           →  ○○段階（実質○○段階）  

    今回の介護保険制度改正により、低所得者の負担軽減を図るため、第４期

の第３段階のうち、一定収入以下の方を特例第３段階として基準額に対する

割合を軽減できることとなりました。 

    課税層に対しては、より公平な所得段階となるよう各段階に該当する所得

金額区分に見直すとともに、最も高い所得段階を新たに設けることも想定し

て「介護保険料（案）」を作成しています。 

   ※「案１」では、特例第３段階を設けた １１段階（実質１３段階） 

   ※「案２」では、特例第３段階と最も高い所得段階を新設した １２段階（実

質１４段階） 

   ※「案３」では、特例第３段階、第４期の第７・８段階をさらに細分化して

段階を新設した １３段階（実質１５段階） 
 

３ 介護保険料基準額の算出 

  １ の第１号被保険者の負担に基づき、第５期介護保険料基準月額を算出します。 

 ＜ 例 ＞ 

本来の保険料基準月額

５,０７７円 

  第１号保険料 ＝ ８,９４９,３７９,９７９円 

  保険料段階(案２)                 

  ☆保険料引き下げ要因 

  介護保険給付費等準備基金の取り崩し 

第５期保険料基準月額
 

４,８５０円 

         ＝ ３０１,２００,０００円 

  財政安定化基金の取り崩し 

         ＝  ９９,８６８,３２６円 
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